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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第41期

第３四半期
連結累計期間

第42期

第３四半期
連結累計期間

第41期

第３四半期
連結会計期間

第42期

第３四半期
連結会計期間

第41期

会計期間

自  平成21年
４月１日

至  平成21年
12月31日

自  平成22年
４月１日

至  平成22年
12月31日

自  平成21年
10月１日

至  平成21年
12月31日

自  平成22年
10月１日

至  平成22年
12月31日

自  平成21年
４月１日

至  平成22年
３月31日

売上高 (千円) 3,403,0575,909,374715,2941,930,4685,503,706

経常利益又は経常損失（△） (千円) △351,674335,710△239,487△35,746 89,187

四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

(千円) △243,205217,166△146,224△22,674△31,497

純資産額 (千円) － － 5,477,3285,495,2515,772,989

総資産額 (千円) － － 10,244,05712,305,59710,937,982

１株当たり純資産額 (円) － － 389.37 390.14 410.30

１株当たり四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

(円) △17.29 15.49 △10.43 △1.62 △2.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 53.3 44.4 52.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,257,485194,375 － － 1,382,629

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △213,170△145,010 － － △344,059

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △508,176△260,655 － － △635,763

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) － － 1,648,0591,159,9651,537,374

従業員数 (人) － － 302 303 293

(注1)  売上高には、消費税等は含まれておりません。
(注2)  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。
(注3)  第41期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
(注4)  第41期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
(注5)  第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。
(注6)  第42期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
(注7)  第42期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 303

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 132

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

区　分 生産高(千円) 前年同四半期比(％)
各区分に関連する
主な報告セグメント

バランシングマシン 1,143,024 ＋78.7日本(国際),米国,韓国,中国

電気サーボモータ式振動試験機 122,950 ＋383.8日本(国際)

材料試験機 148,122 △44.9日本(東伸)

シャフト歪自動矯正機 175,697 ＋100.6日本(国際),米国,韓国,中国

その他 218,997 ＋87.7日本(国際),米国,韓国,中国

合計 1,808,790 ＋58.9－

(注1)  金額は、販売価格によっております。
(注2)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
(注3)  前第３四半期連結会計期間において「その他」に含めていた「電気サーボモータ式振動試験機」及び「材料試験

機」は、当第３四半期連結会計期間については区分表示しております。なお、前年同四半期比については、前第３四
半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。

(注4)  日本(国際)、日本(東伸)は、それぞれ報告セグメントの国際計測器株式会社、東伸工業株式会社であります。

　

(2) 受注状況

①受注高

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

区  分 受注高(千円) 前年同四半期比(％)
各区分に関連する
主な報告セグメント

バランシングマシン 1,909,798 ＋94.9日本(国際),米国,韓国,中国

電気サーボモータ式振動試験機 341,209 ＋14.2日本(国際),米国,韓国,中国

材料試験機 399,027 ＋76.2日本(東伸)

シャフト歪自動矯正機 257,024 ＋142.0日本(国際),米国,韓国,中国

その他 183,753 ＋4.9日本(国際),米国,韓国,中国

合計 3,090,812 ＋73.0－

(注1)  金額は、受注価格によっております。
(注2)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
(注3)  前第３四半期連結会計期間において「その他」に含めていた「電気サーボモータ式振動試験機」及び「材料試験

機」は、当第３四半期連結会計期間については区分表示しております。なお、前年同四半期比については、前第３四
半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。

(注4)  日本(国際)、日本(東伸)は、それぞれ報告セグメントの国際計測器株式会社、東伸工業株式会社であります。
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②受注残高

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

区  分 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)
各区分に関連する
主な報告セグメント

バランシングマシン 5,740,042 ＋85.9日本(国際),米国,韓国,中国

電気サーボモータ式振動試験機 1,189,223 ＋92.9日本(国際),米国,韓国,中国

材料試験機 565,836 ＋99.7日本(東伸)

シャフト歪自動矯正機 484,852 ＋48.0日本(国際),米国,韓国,中国

その他 1,149,838 ＋394.0日本(国際),米国,韓国,中国

合計 9,129,792 ＋100.8－

(注1)  金額は、受注価格によっております。
(注2)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
(注3)  前第３四半期連結会計期間において「その他」に含めていた「電気サーボモータ式振動試験機」及び「材料試験

機」は、当第３四半期連結会計期間については区分表示しております。なお、前年同四半期比については、前第３四
半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。

(注4)  日本(国際)、日本(東伸)は、それぞれ報告セグメントの国際計測器株式会社、東伸工業株式会社であります。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

区  分 売上高(千円) 前年同四半期比(％)
各区分に関連する
主な報告セグメント

バランシングマシン 1,146,307 ＋271.1日本(国際),米国,韓国,中国

電気サーボモータ式振動試験機 257,606 ＋2,371.5日本(国際),米国,韓国,中国

材料試験機 148,122 △44.9日本(東伸)

シャフト歪自動矯正機 176,506 ＋1,581.9日本(国際),米国,韓国,中国

その他 201,926 ＋73.2日本(国際),米国,韓国,中国

合計 1,930,468 ＋169.9－

(注1)  金額は、販売価格によっております。
(注2)  主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

SENTAIDA GROUP CO.,LTD.－ － 196,560 10.2

(注3)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
(注4)  前第３四半期連結会計期間において「その他」に含めていた「電気サーボモータ式振動試験機」及び「材料試験

機」は、当第３四半期連結会計期間については区分表示しております。なお、前年同四半期比については、前第３四
半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。

(注5)  日本(国際)、日本(東伸)は、それぞれ報告セグメントの国際計測器株式会社、東伸工業株式会社であります。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、欧州諸国の財政危機に端を発する混乱が不安視さ

れたことによる円高の傾向が強まり、依然として厳しい状態が続いておりますが、中国やインドをはじめ

とする新興国の継続的な成長や、各国政府の様々な経済対策により景気は回復基調を維持しました。

当社グループの主力取引先である中国・東南アジアの自動車・タイヤメーカーの設備投資は前期に引

き続き改善しつつあるものの、国内自動車関連メーカーの設備投資予算については、燃料電池等環境に配

慮した研究開発等の分野に集中している状況であります。

このような状況のもと、当社グループは、従来のバランシングマシン及びシャフト歪自動矯正機だけで

なく、各種電気サーボモータ式振動試験機や昨年度予算化された全国自治体関連の初期防災システムで

ある地震震度情報ネットワークシステムの営業活動を積極的に展開し、中国・インドをはじめとするア

ジアのタイヤメーカーから、製造ライン向けタイヤ関連試験機を中心に30億９千０百万円の受注を獲得

いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、19億３千０百万円（前年同四半期比169.9％増）、

営業損失は１百万円（前年同四半期は２億６千９百万円の損失）、経常損失は３千５百万円（前年同四

半期は２億３千９百万円の損失）、四半期純損失は２千２百万円（前年同四半期は１億４千６百万円の

損失）となりました。

売上高につきましては、タイヤ関連試験機を中心に増加しております。

利益面につきましては、急激な円高により為替差損が発生しておりますが、付加価値の高いタイヤ関連

試験機の売上が増加しているとともに、製品の設計変更及び海外からの部品調達によるコストダウンの

努力をいたしており、損益は前年同四半期と比較して改善しております。
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セグメントの状況は以下のとおりであります。

　

〔国際計測器株式会社〕

中国の中堅タイヤメーカー向け試験設備を中心として、各自治体の地震震度情報ネットワークシ

ステムや電気サーボモータ式振動試験機の事業展開を推進しております。その結果、売上高は14億８

千９百万円（前年同四半期比325.5％増）、経常損失は４千４百万円となりました。

　

〔東伸工業株式会社〕

前連結会計年度の政権交代により、一部の政府予算が縮小された影響を受け客先の予算凍結など

が行われた結果、一時的に受注が減少しておりましたが、第２四半期以降につきましては受注は回復

傾向にあります。なお、今期受注した物件の客先への納品は第４四半期に集中しております。その結

果、売上高は１億４千８百万円（前年同四半期比44.9％減）、経常利益は１千３百万円となりまし

た。

　

〔米国〕

第１四半期に大手タイヤメーカーからの受注を獲得しており回復傾向にありますが、大型案件は

第４四半期以降の納品となります。その結果、売上高は１億６千６百万円（前年同四半期比456.5％

増）、経常損失は４百万円となりました。

　

〔韓国〕

前連結会計年度に引き続き自動車・タイヤ関連メーカーからの受注が回復傾向にあり、客先への

納品はほぼ予定通りに推移しております。その結果、売上高は２億６千８百万円（前年同四半期比

157.5％増）、経常利益は４千３百万円となりました。

　

〔中国〕

バイク用タイヤ試験機をはじめ、自動車部品用バランサーの納品が進んでおります。その結果、売

上高は１億７千１百万円（前年同四半期比99.0％増）、経常利益は１百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

　

①流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、80億３千３百万円（前連結会計年度末比

14億９千３百万円増）となりました。これは、中間配当を実施したことや支払手形及び買掛金が決済さ

れたことにより現金及び預金が減少（前連結会計年度末比３億８千２百万円減）したものの、受注が

増加していること及び第４四半期に納品が集中していることにより仕掛品（前連結会計年度末比17億

１千９百万円増）、原材料及び貯蔵品（前連結会計年度末比１億４千５百万円増）が増加したことが

主たる要因であります。

　

②固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、42億７千２百万円（前連結会計年度末比

１億２千６百万円減）となりました。これは、役員及び従業員を対象とした保険積立金が増加（前連結

会計年度末比８千１百万円増）したものの、長期の定期預金を短期に振替えたことなどにより投資そ

の他の資産のその他が減少（前連結会計年度末比１億１千６百万円減）したこと及びのれんの償却に

よりのれんが減少（前連結会計年度末比５千２百万円減）したことが主たる要因であります。

　

③流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、54億３千１百万円（前連結会計年度末比

18億５千７百万円増）となりました。これは、受注の増加に伴い仕入が増加したことにより支払手形及

び買掛金が増加（前連結会計年度末比８億６千５百万円増）したこと及び前受金が増加（前連結会計

年度末比４億５千６百万円増）したことが主たる要因であります。

　

④固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、13億７千８百万円（前連結会計年度末比

２億１千２百万円減）となりました。これは、1年内返済予定の長期借入金へ振替えたことにより長期

借入金が減少（前連結会計年度末比１億３千３百万円減）したこと及び1年内償還予定の社債へ振替

えたことにより社債が減少（前連結会計年度末比１億円減）したことが主たる要因であります。

　

⑤純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、54億９千５百万円（前連結会計年度末比２

億７千７百万円減）となりました。これは、円高ウォン安等の影響により連結子会社の為替換算調整勘

定が減少（前連結会計年度末比２億４千１百万円減）したことが主たる要因であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により５億２千５百万円の支

出超過となり、投資活動により３億３千１百万円の支出超過となり、財務活動により５千７百万円の収入

となった結果、現金及び現金同等物は前第３四半期連結会計期間に比べ４億８千８百万円減少し、11億５

千９百万円となりました。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、５億２千５百万円の支

出超過（前年同四半期比５億９千２百万円の減少）となりました。これは、受注の増加に伴い仕入が増

加したことにより仕入債務が２億４千６百万円増加したものの、受注が増加していること及び第４四

半期に納品が集中していることによりたな卸資産が７億５千４百万円増加したことなどによるもので

あります。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、３億３千１百万円の支

出超過（前年同四半期比３億２百万円の支出増加）となりました。これは、定期預金の満期が到来した

ことにより定期預金の払戻による収入が２億１千４百万円あったものの、資金運用のために定期預金

の預入による支出が５億５千８百万円あったことなどによるものであります。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、５千７百万円の収入

（前年同四半期比３千１百万円の収入減少）となりました。これは、短期借入れによる収入が３億円

あったものの、中間配当を実施したことにより１億２千４百万円の支払があったこと及び長期借入金

の返済による支出が１億１千７百万円あったことなどによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は9,605千円でありま

す。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

EDINET提出書類

国際計測器株式会社(E02335)

四半期報告書

10/33



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,200,000

計 21,200,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,200,000 14,200,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100
株であります。

計 14,200,000 14,200,000 － －

(注)  大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場ととも
に、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、旧商法に基づき新株予約権（ストック・オプション）を発行しております。

第２回普通株式新株予約権

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数 300個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 300,000株

新株予約権の行使時の払込金額 1,330円

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成23年７月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格    1,330円
資本組入額    665円

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の発行時において当社及び当社の連結子会
社の取締役及び従業員であった対象者は新株予約権の行
使時において、当社及び当社の子会社または関連会社の取
締役、監査役、従業員及びこれに準ずる地位を保有してい
ることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職そ
の他正当な理由のある場合はこの限りではない。

②新株予約権の相続は認めない。

③新株予約権の一部行使は認めない。

④新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

⑤その他の行使条件は新株予約権割当契約により定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 14,200,000― 1,023,100― 936,400

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、パインブリッジ・インベストメンツ株式会社から平成22年11月２日

付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、以下の株式を所有している旨の報

告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として当第３四半期会計期間末の

実質所有株式数の確認ができません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

パインブリッジ・
インベストメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内
一丁目１番３号  ＡＩＧビル

607,500 4.28

なお、その他に大量保有報告書の写しの送付はなく、当第３四半期会計期間において、その他の大株主

の異動は把握しておりません。

　

EDINET提出書類

国際計測器株式会社(E02335)

四半期報告書

12/33



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日現在で記載しております。

　

①【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      184,500
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式   14,014,500140,145 ―

単元未満株式 普通株式        1,000 ― ―

発行済株式総数 14,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 140,145 ―

　

②【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
国際計測器株式会社

東京都多摩市永山
６丁目21番１号

184,500 ― 184,500 1.30

計 ― 184,500 ― 184,500 1.30

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 635 650 698 667 635 600 568 610 670

最低(円) 532 554 615 580 552 563 508 504 598

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年
10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,404,029 2,786,749

受取手形及び売掛金 ＊１
 1,890,305 2,005,275

商品及び製品 198,558 229,393

仕掛品 2,550,470 830,948

原材料及び貯蔵品 559,940 414,784

繰延税金資産 162,220 102,146

その他 272,642 177,491

貸倒引当金 △4,585 △6,826

流動資産合計 8,033,582 6,539,962

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,570,382 1,593,946

機械装置及び運搬具 172,067 174,567

土地 1,669,536 1,674,196

その他 167,337 180,609

減価償却累計額 △1,050,720 △1,028,337

有形固定資産合計 2,528,603 2,594,981

無形固定資産

のれん 123,484 176,406

その他 58,149 64,596

無形固定資産合計 181,633 241,003

投資その他の資産

投資有価証券 172,168 137,727

長期貸付金 36,760 40,430

繰延税金資産 125 358

保険積立金 1,300,547 1,219,029

その他 71,160 187,692

貸倒引当金 △18,984 △23,202

投資その他の資産合計 1,561,777 1,562,035

固定資産合計 4,272,014 4,398,019

資産合計 12,305,597 10,937,982
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,153,074 1,287,701

短期借入金 1,250,000 1,083,000

1年内償還予定の社債 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 436,336 465,055

未払法人税等 173,173 37,183

賞与引当金 59,372 56,380

製品保証引当金 151,016 93,378

前受金 871,174 414,438

その他 237,652 136,930

流動負債合計 5,431,798 3,574,068

固定負債

社債 － 100,000

長期借入金 927,308 1,061,290

繰延税金負債 157,126 158,765

退職給付引当金 168,227 155,712

役員退職慰労引当金 121,756 115,156

資産除去債務 4,128 －

固定負債合計 1,378,547 1,590,924

負債合計 6,810,346 5,164,992

純資産の部

株主資本

資本金 1,023,100 1,023,100

資本剰余金 936,400 936,400

利益剰余金 4,351,438 4,414,582

自己株式 △150,917 △150,917

株主資本合計 6,160,020 6,223,164

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 58,215 35,840

為替換算調整勘定 △750,280 △508,410

評価・換算差額等合計 △692,065 △472,570

少数株主持分 27,296 22,395

純資産合計 5,495,251 5,772,989

負債純資産合計 12,305,597 10,937,982
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 3,403,057 5,909,374

売上原価 2,237,694 3,631,443

売上総利益 1,165,362 2,277,931

販売費及び一般管理費

製品保証引当金繰入額 133,403 151,231

役員報酬 86,420 66,590

給料手当及び賞与 360,434 409,354

賞与引当金繰入額 11,923 21,533

退職給付費用 9,953 18,883

役員退職慰労引当金繰入額 6,467 6,600

運賃 84,905 186,280

減価償却費 26,536 18,563

研究開発費 93,266 29,512

その他 609,045 829,437

販売費及び一般管理費合計 1,422,355 1,737,986

営業利益又は営業損失（△） △256,993 539,944

営業外収益

受取利息及び配当金 34,187 29,148

保険解約返戻金 9,281 －

その他 16,094 15,652

営業外収益合計 59,563 44,800

営業外費用

支払利息 29,821 22,518

持分法による投資損失 3,013 2,407

売上債権売却損 11,181 4,575

支払手数料 14,430 3,937

為替差損 74,743 209,527

保険解約損 18,231 2,608

その他 2,823 3,458

営業外費用合計 154,244 249,033

経常利益又は経常損失（△） △351,674 335,710

特別利益

貸倒引当金戻入額 25,760 2,738

賞与引当金戻入額 17,001 －

特別利益合計 42,761 2,738

特別損失

固定資産除却損 441 677

固定資産売却損 384 14

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,848

特別損失合計 826 2,541
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△309,739 335,907

法人税、住民税及び事業税 10,866 192,726

過年度法人税等 14,564 －

法人税等調整額 △97,540 △78,980

法人税等合計 △72,109 113,746

少数株主損益調整前四半期純利益 － 222,161

少数株主利益 5,574 4,994

四半期純利益又は四半期純損失（△） △243,205 217,166
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 715,294 1,930,468

売上原価 524,568 1,287,490

売上総利益 190,725 642,978

販売費及び一般管理費

製品保証引当金繰入額 22,444 44,326

貸倒引当金繰入額 14,997 －

役員報酬 19,680 24,010

給料手当及び賞与 133,151 175,560

退職給付費用 2,623 1,764

役員退職慰労引当金繰入額 2,200 2,200

運賃 18,691 63,738

減価償却費 8,799 6,078

研究開発費 32,857 9,605

その他 204,401 317,206

販売費及び一般管理費合計 459,846 644,490

営業損失（△） △269,121 △1,512

営業外収益

受取利息及び配当金 12,032 9,977

為替差益 20,255 －

保険解約返戻金 7,700 －

その他 5,387 7,013

営業外収益合計 45,375 16,990

営業外費用

支払利息 9,956 6,522

持分法による投資損失 3,035 537

売上債権売却損 699 911

為替差損 － 38,593

保険解約損 － 1,592

その他 2,049 3,066

営業外費用合計 15,740 51,224

経常損失（△） △239,487 △35,746

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 3,473

賞与引当金戻入額 11,662 31,735

特別利益合計 11,662 35,208

特別損失

固定資産除却損 － 635

固定資産売却損 122 －

特別損失合計 122 635

税金等調整前四半期純損失（△） △227,947 △1,172

法人税、住民税及び事業税 2,777 △423

法人税等調整額 △81,937 21,041

法人税等合計 △79,159 20,618

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △21,790

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2,563 883

四半期純損失（△） △146,224 △22,674
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△309,739 335,907

減価償却費 67,990 55,460

のれん償却額 52,922 52,922

持分法による投資損益（△は益） 3,013 2,407

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,538 △3,987

賞与引当金の増減額（△は減少） △56,643 3,401

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,341 57,824

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,989 13,342

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,846 6,600

受取利息及び受取配当金 △34,187 △29,148

支払利息 29,821 22,518

保険返戻金 △9,281 －

為替差損益（△は益） 24,499 134,522

売上債権の増減額（△は増加） 2,140,600 68,977

たな卸資産の増減額（△は増加） △249,952 △1,896,979

仕入債務の増減額（△は減少） △168,877 882,673

前受金の増減額（△は減少） 57,865 506,649

その他 △53,589 41,420

小計 1,435,726 254,512

利息及び配当金の受取額 27,862 37,934

利息の支払額 △35,229 △24,137

保険金の受取額 9,281 －

法人税等の支払額 △180,154 △73,934

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,257,485 194,375

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △487,632 △814,709

定期預金の払戻による収入 353,725 761,000

有形固定資産の取得による支出 △7,731 △8,368

保険積立金の積立による支出 △148,857 △163,594

保険積立金の解約による収入 84,385 79,467

その他 △7,059 1,193

投資活動によるキャッシュ・フロー △213,170 △145,010

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △580,000 167,000

長期借入れによる収入 700,000 229,000

長期借入金の返済による支出 △298,165 △391,701

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △148,873 －

配当金の支払額 △171,137 △264,954

財務活動によるキャッシュ・フロー △508,176 △260,655

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21,256 △166,117

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 514,882 △377,408

現金及び現金同等物の期首残高 1,133,177 1,537,374

現金及び現金同等物の四半期末残高 ＊１
 1,648,059

＊１
 1,159,965
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用しており

ます。これによる損益への影響は軽微であります。
　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
　

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。
　

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価方法）

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定しております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

＊１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第３四半期連結会計期間末日が、金融機関の
休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期
手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれておりま
す。

受取手形                        6,188千円

―

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

＊１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

＊１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

　

現金及び預金勘定 2,789,223千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金及び担保差入定期預金

△1,141,163千円

現金及び現金同等物 1,648,059千円

　

現金及び預金勘定 2,404,029千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金及び担保差入定期預金

△1,244,064千円

現金及び現金同等物 1,159,965千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日

  至  平成22年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

(株)

普通株式 14,200,000

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

(株)

普通株式 184,500

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月18日
定時株主総会

普通株式 140,155 10平成22年３月31日平成22年６月21日利益剰余金

平成22年11月９日
取締役会

普通株式 140,155 10平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）及び前第３四半期連

結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

当社及び連結子会社の事業は、計測器の製造、販売を事業内容とする単一事業区分であるため、

事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）

　
日本
(千円)

米国
(千円)

韓国
(千円)

中国
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

558,53228,70245,53670,19212,329715,294 － 715,294

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

60,3831,21558,85815,8194,931141,207(141,207)－

計 618,91629,918104,39486,01217,260856,501(141,207)715,294

営業利益又は
営業損失(△)

△229,772△17,806△6,456 4,881△3,931△253,086(16,035)△269,121

　

前第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

　
日本
(千円)

米国
(千円)

韓国
(千円)

中国
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

2,764,374277,780207,755137,60115,5463,403,057－ 3,403,057

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

191,9464,686123,19659,60138,712418,144(418,144)－

計 2,956,321282,466330,951197,20354,2593,821,201(418,144)3,403,057

営業利益又は
営業損失(△)

△198,858△6,27712,827△15,86115,209△192,960(64,032)△256,993

(注)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 28,923 79,438 122,692 93 231,148

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 715,294

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

4.0 11.1 17.2 0.0 32.3

　

前第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 259,368 789,194 984,808 24,867 2,058,238

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,403,057

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

7.6 23.2 28.9 0.7 60.5

(注1)  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
(注2)  各区分に属する主な国又は地域

①米州・・・・・・・・・・・米国、ブラジル
②アジア（中国を除く）・・・韓国、タイ、インドネシア、インド
③その他・・・・・・・・・・トルコ

(注3)  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　

当社は、計測器を生産・販売しており、国内においては当社及び東伸工業株式会社が、海外においては米

国、韓国、中国等の各地域をKOKUSAI INC.（米国）、KOREA KOKUSAI CO.,LTD.（韓国）、高技国際計測器(上

海)有限公司（中国）及びその他の現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した

経営単位であり、取り扱う製品全般について各地域の顧客に対しての販売活動を中心に事業を展開してお

ります。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」を

「国際計測器株式会社」及び「東伸工業株式会社」に分けた上で、「米国」、「韓国」及び「中国」の５つ

を報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、バランシングマシン、シャフト歪自動矯正機の

ほか、電気サーボモータ式振動試験機、材料試験機及びその他の製品を生産・販売しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注)
合計

日本

米国 韓国 中国 計国際計測器
株式会社

東伸工業
株式会社

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

4,512,257420,589242,593467,761258,9645,902,1667,2075,909,374

  セグメント間の
内部売上高又は
振替高

363,391 － 35,414471,631215,6611,086,09849,1401,135,238

計 4,875,649420,589278,007939,392474,6266,988,26556,3487,044,613

セグメント利益
又は損失（△）

367,9255,459△31,221229,87066,646638,68020,570659,250

(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア及びヨーロッパ等の現地法
人を含んでおります。
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当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　

報告セグメント

その他

(注)
合計

日本

米国 韓国 中国 計国際計測器
株式会社

東伸工業
株式会社

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

1,402,203148,122166,351102,268106,9401,925,8864,5821,930,468

  セグメント間の
内部売上高又は
振替高

87,464 － 136 166,54464,194318,34012,281330,622

計 1,489,668148,122166,488268,812171,1352,244,22616,8642,261,091

セグメント利益
又は損失（△）

△44,09813,350△4,15243,1271,400 9,626 4,18913,816

(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア及びヨーロッパ等の現地法
人を含んでおります。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 638,680

「その他」の区分の利益 20,570

セグメント間取引消去等 △323,539

四半期連結損益計算書の経常利益 335,710

　

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 9,626

「その他」の区分の利益 4,189

セグメント間取引消去等 △49,562

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △35,746

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

支払手形及び買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

（単位：千円）

科目
四半期連結貸借対照表

計上額
時価 差額

支払手形及び買掛金 2,153,074 2,153,074 －

(注)  支払手形及び買掛金の時価の算定方法
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　
(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がみられないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がみられないため、記載しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がみられないため、記載しておりません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がみられないため、記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 390円14銭

　

　

１株当たり純資産額 410円30銭

　
　 　

　

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失 17円29銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失である
ため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 15円49銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希
薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

　 　

(注)  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △243,205 217,166

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）（千円）

△243,205 217,166

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,065 14,015

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－

平成16年６月29日開催の定
時株主総会にて付与した新
株予約権については、平成
22年７月１日をもって失効
しております。
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失 10円43銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失である
ため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失 1円62銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失である
ため記載しておりません。

　 　

(注)  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 　 　

四半期純損失（△）（千円） △146,224 △22,674

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △146,224 △22,674

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,015 14,015

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

第42期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月９日開催の

取締役会において、平成22年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額                                   140,155千円

(2) １株当たりの金額                                  10円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成22年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２２年２月５日

　

国　際　計　測　器　株　式　会　社

取　 締　 役　 会　 御　 中
　

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    上    眞    治    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    島    繁    雄    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際計測器株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１

年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際計測器株式会社及び連結子会社の平成２

１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
　

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２３年２月１４日
　

国  際  計  測  器  株  式  会  社

取     締     役     会     御中
　

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    上    眞    治    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    東    葭          新    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際計測器株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２

年４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際計測器株式会社及び連結子会社の平成２

２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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